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FFGのお取引先企業をご紹介します。�

に聞く�

株式会社オークマ

代表取締役社長 大隈 晴明氏

取引店 福岡銀行 甘木支店

株式会社星山商店

取締役常務 星山 一憲氏

取引店 熊本ファミリー銀行 武蔵ヶ丘支店

株式会社早瀬鉄工所

代表取締役社長 早瀬 進氏

取引店 親和銀行 長崎営業部

頭取の企業訪問

01FFG調査月報 2009年10月



に聞く�

創業９８年目を迎えた
住宅用木製部材メーカー
－当社は初代社長大隈圓次郎によ
る明治４４年の大隈建具製作所創
業以来「木の温もり」にこだわり
ながら、今年で９８年目を迎えま
した。創業当初はいわゆる「町の
建具屋」として事業を展開してい
ましたが、昭和４６年に当時の甘
木市長からの推薦などもあって、
東芝住宅工業の九州・中国四国地
方における指定工場になったこと
をきっかけに、事業を拡大してき
ました。
その後、住宅市場が拡大を続け
ていた時に、建築現場で業務効率
化が求められていることを感じ取
り、「現場の仕事を工場で行なう」
というコンセプトを掲げ、工場で
ドアとその枠を製造して建築現場
にセットで納入するという生産手
法を手がけるようになりました。
その手法が当時では画期的なもの
として評価され、大手ハウスメー
カーとの取引拡大につながるなど、
当社は社会情勢の変化と共に多様
化するニーズに的確に応えること

で、事業拡大を図ってきました。
現在では「お客様に商品と一緒
に満足と感謝を買っていただく」
ことを基本姿勢に掲げ、住宅用内
装ドアを中心に障子、襖、階段、
床材などの住宅用木製部材の製造
を手がけています。

ダントツの品質を持つ製品づくり
に注力し、顧客からの信頼を獲得
－当社は現在、朝倉工場で内装ド
アや障子、襖などの和室建具を、
甘木工場で内部造作材や収納扉な
ど、そして宝珠山工場で屋根、床、
壁などの木製パネルや小型ユニッ
トハウスを生産しています。
製品づくりにおいては、高品質、
低価格、短納期の実現に向けた努
力を日々実行しています。当社が
生産する製品はハウスメーカー毎
に多岐に渡っており、これまで数
十万種類に及ぶ製品を生産してき
ました。こうした多品種生産を高
品質、低価格、短納期で実現する
ために、これまで自社内での一貫
生産で永年蓄積してきた技術の更
なる向上や、コンピュータ機器の
積極的な導入、コンサルタントを
毎月招いての原価低減活動などを
行なっています。
その中でも当社が特に注力して
いるのは品質です。「ダントツの
品質」を実現するため、品質マネ

ジメントシステムの国際規格であ
るＩＳＯ９００１認定を本社及び各工
場で取得している他、確かな品質
確保のために、朝倉工場内に２３
項目の試験が実施できる「環境・
物性試験室」を整備しています。
これだけの規模の設備を有してい
る企業は九州でも数少ないと思い
ます。自社でこうした試験設備を
有することで、過去の試験データ
を社内に蓄積することができ、そ
のデータを更なる品質向上のため
に活用することが可能となってい
ます。
当社ではこうした取組みを「当
然のこと」として着実に行なって
きました。そのことが、顧客から
の信頼の獲得や継続的な受注につ
ながっているのではないかと考え
ています。

付加価値の高い自社ブランド製品
の開発・販売に注力
－当社はこれまで主にハウスメー
カーの新築住宅向け部材の受注生
産を手がけてきましたが、住宅市
場が成熟化し、将来的に住宅着工
件数の伸びが期待できない中、コ
スト面での要求が年々厳しくなっ
てきています。そこで、５年前か
らはより付加価値の高い、自社ブ
ランド製品の開発、販売に注力し
ています。

株式会社オークマ
代表取締役社長

大隈 晴明氏
■創 業：１９１１年３月 ■設 立：１９５５年９月
■所 在 地：福岡県朝倉市 ■資 本 金：１０百万円
■従 業 員：１９０名
■事業内容：住宅用木製部材（内装ドア・木製防火ドア・遮音ドア、

造作材、和室建具（障子・襖）、パネル、クローゼット、
小型ユニットハウス等）の製造及び販売

■製造拠点：本社・朝倉工場（福岡県朝倉市）、甘木工場（福岡県朝倉市）、
宝珠山工場（福岡県朝倉郡東峰村）
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開発にあたっては、社内に開発
担当部署を設置し、外部との連携
を図りながら、今後市場拡大が期
待されるリフォーム分野にも活用
できることを念頭においた製品開
発に取組んでいます。最初に開発
したのは、木製防火ドアです。こ
の防火ドアは木製ながら国土交通
省が定める耐火試験をクリアーし
ており、大手ホテルのドアとして
採用されるなど、軌道に乗り始め
ています。そして、木製防火ドア
の開発をきっかけに、その後も
カーテンやブラインドの代わりと
なる新たな遮光建具「ＡＫＡＲＩ
ＤＯ」など様々な自社ブランド製
品を開発してまいりました。
また、自社ブランド製品の販路
開拓にも取組んでいます。受注生
産が事業の中心だった当社にとっ
て、販路開拓はこれまで取組んだ
ことのない未知の分野ですので、
まずは外部講師を招いた社内講座
を開くなど、様々な方法でノウハ
ウの習得に努めています。

これまでの技術蓄積を生かした
新分野への挑戦
－自社ブランド製品の開発とあわ
せて、住宅以外の分野での事業開
拓にも注力しており、これまで蓄
積してきた技術を活用して、自動
車部品運搬用のモジュールコンテ
ナの製造や鉄道車両の部品加工な
どを手がけています。モジュール
コンテナについては、組立式のた
め運搬する部品が変わっても再利
用可能という点が評価され、地元
の自動車関連企業にも採用されて
います。
今後は太陽光発電事業にも挑戦

する計画です。まず手始めに当社
の本社事務所の屋根に太陽光発
電システムを設置して、設置ノウ
ハウの習得を図る予定です。太陽
光発電はそれ単体で取組むのでは
なく、将来的には自社製品も合わ
せた提案を行ないたいと考えてい
ます。

顧客、地域に感謝してもらえるよ
うな企業へ
－現在の不況で新築住宅の着工件
数は大きく落ち込んでおり、当社
も厳しい状況にあります。この不
況を乗越え、また中長期的な新築
住宅市場の縮小という流れの中で
の勝ち残りを図るため、中期経営
計画に掲げている「強靭な企業体
質」「開発提案型企業」「社会貢献
型企業」の実現に全力を注いでい
きたいと考えております。
当社は顧客や地域と共に成長し
てきた企業です。これからも社会
における役割をさまざまな側面
から捉え、本当の「豊かさ」や
「ゆとり」のある、ＡＭＥＮＩＴＹ
（快適環境）を提案し、顧客や地域
に感謝していただけるような企業
となるための努力を続けてまいり
ます。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

間もなく創業１００周年を迎え
られる当社は、時代とともに変
化するニーズへの的確な対応と、
製品品質向上に向けた地道な努
力により、顧客から高い信頼を
得ておられます。
現在も多様化する消費者ニー
ズに対応すべく自社ブランド製
品の開発・販売に注力されてい
ます。これからも私たちの住環
境が更に快適なものになる製品
を開発されることを期待してい
ます。

自社ブランド製品「AKARIDO」

左から谷頭取、大隈専務、大隈社長、大坪支店長 視察風景
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に聞く�

一貫したリサイクル事業への
取組み
－当社は１９７１年に私の父（星山喜
淳社長）が個人創業してから、リ
サイクル事業一筋に取組んできま
した。８０年の法人設立から数え
ると、今年度は第３０期という節
目の年でもあります。
近年は、地球環境の保護に対す
る意識の高まりに加え、鉄鉱石や
原油に代表される資源高騰により、
リサイクルの必要性が社会に定着
してきました。こうした需要の拡
大を背景に、永年２０億円程度で
推移していた当社の売上高は、
２００３年度には２倍の４０億円、２００８
年度には８倍の１６０億円弱にまで
急成長しました。おかげさまで、
鉄スクラップの取扱量では九州最
大規模となりました。当社が急成
長できた原因はこうした社会環境
の変化に加え、社長や工場長を筆
頭に社員全員が「お客様第一」と
いう姿勢を重視し、お客様からも
信頼をいただける企業に成長でき
たからではないか、と考えています。

高い「機動力」で顧客満足を実現
－当社のセールスポイントのひと
つが「機動力」です。スクラップ
の引取りや建造物解体の要請に対
しては、即日対応を原則としてお
り、お客様から大変喜ばれています。
当社は経営方針のもと、早くか
ら積極的な設備投資を行ってきま
した。シュレッダー・ギロチン等
の機械設備やトラック・重機類の
整備を充実させ、処理速度や運搬
能力の向上を図りました。さらに、
建造物解体や自動車リサイクルへ
と事業領域を拡大し、当社内の一
貫処理体制を確立しました。
ここに、社員の技術力、残業も
いとわないお客様重視の姿勢を加
えてこそ、当社の「機動力」が発
揮できると考えています。
また、当社は他社に先駆けて、
将来を見据えたネットワーク拡充
に努め、九州に７拠点を設置し、営
業エリアを拡大しました。営業エ
リアの拡大に伴い、スクラップ類
の取扱量が増加したことは、価格
交渉面においても当社の強みとな
るなど、相乗効果を生んでいます。

営業現場のトップとして
－私は１０年前に取締役常務に就
任し、営業活動や作業管理を中心
とした業務に携わっています。既
存のお客様を大切にしながら、新
しいお客様を増やしていくことが

私の大きな役割となっています。
また、創業以来３８年間、身を
粉にして働いてきた社長の負担を
少しでも軽減できればと思い、東
京・大阪などの大手企業との商談
や業界団体の会合などを極力私が
引き受けて来ました。
そして、当社を引き継ぐ者とし
て「社会に必要とされる企業、社
会に誇れる企業」を目指した舵取
りを大切にしたいと思っています。
そのためには、私自身が自己研鑽
に努め、人間的に成長しなければ
ならないと考えています。

安心して生き生きと働ける企業へ
－リサイクル業界は、業務内容に
もよりますが、労働災害の発生率
が他産業より高い業界と言われて
います。当社では作業時の防音・
排水処理など徹底した周辺環境へ
の配慮に加えて、２００２年に環境
認証ＩＳＯ１４００１を取得するなど、
事故・災害ゼロを理想に掲げ、社
員が「安心して生き生きと働ける
企業」を目指しています。
また、部長や社員を講師とした
社内勉強会を毎月開催しています。
業務知識や安全管理の意識を高め、
社員が自ら伸びていくような教育
を実践していきたいと思います。

「環境関連企業」としての将来展望
－当社が「社会に必要とされる企

株式会社星山商店
取締役常務

星山 一憲氏
■設 立：１９８０年４月 ■所 在 地：熊本県熊本市
■代表取締役：星山 喜淳 ■資 本 金：９０百万円
■従 業 員：２１５名
■事業内容：鉄・非鉄スクラップ加工販売業、建造物解体業、

自動車リサイクル業、産業廃棄物収集運搬・処理業
■主な取扱品目：鉄・非鉄金属（銅・アルミニウム他）スクラップ
■営業拠点：本社・工場（熊本市）を含め九州内７拠点
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業」となり、未来に生き残るため
の課題は「技術革新や新事業に挑
戦すること」です。リサイクル業
者として生き残っていくためには、
「環境保護への取組み」が必要不
可欠であると考えています。
その具体的取組みのひとつとし
て「排水浄化」事業を行っていま
す。工場排水を４回にわたり浸透
枡で浄化し、散水などに再活用し
ています。水質検査を徹底し、地
下水の汚染防止に努めるなど、地
域との共存共栄を図る事業として、
今後も積極的に取組んでいく予定
です。
また、先進的な取組みとしては、
３年前から太陽光発電システムを
本社など３工場の屋根に設置し、
運用を開始しています。さらに、
木クズの廃材によるバイオマス発
電、コンクリート・アスファルト
などのリサイクル率向上など、今
後も様々な課題に挑戦し続け、当

社を「環境関連企業」として将来
に繋いでいく所存です。

苦境を乗り切る力は、将来の飛躍
の原動力になる
－この１年は、スクラップ市場の
相場価格が軒並み暴落し、残念な
がら当社の売上高も前年比５割未
満に落込みました（２００９年８月
期）。市場の波は大きく、対処は
容易ではありませんが、価格変動
が落ち着きつつある現在は、営業
攻勢を掛ける時期だと捉えていま
す。本業であるスクラップ事業を
より強固で磐石なものにすべく、
当社の強みに一層磨きを掛ける所
存です。
経済環境は予断を許しませんが、
好不況は循環するものであり、こ
の苦境を乗り切る力は、当社が将
来飛躍するための原動力になり得
ると考えています。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

自ら営業現場に出向いて「お
客様第一」を実践されるととも
に、社員の安全確保にも注力さ
れている星山常務にお会いして、
リサイクル事業に対する純粋で
熱い「想い」を強く感じました。
常務という立派な後継者が育っ
たのは、永年リサイクル事業に
真剣に取り組んでこられた父で
ある社長を手本にされた結果だ
と拝察いたします。
市場の波という眼前の苦境を
乗り越えて、社会的なニーズが
益々高まる「環境関連企業」で
ある当社が発展されることを期
待しています。

スクラップの前で 本社工場内

本社工場 外観 左から鈴木頭取、星山専務、星山社長、星山常務
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船舶艤装金物から
各種プラント装置まで幅広い
「モノづくり」の実績
－当社は１９５７年（昭和３２年）、三
菱重工業�長崎造船所に勤務して
いた父早瀬伴五郎が独立創業し、
三菱重工業�長崎造船所の協力会
社として長崎市西立神町に工場を
構えました。当時は、溶接技術が
発達していなかった時代で、新造
船の鋼板かしめ用（鋼板と鋼板をつな

びょう

げる接合部分）の鋲製造と修繕船向け
機械部品及び製缶品（船体に各種設備
を装備する部品）の加工を目的として
スタートしました。
その後、船舶の大型化、建造量
の拡大などに合わせて１９６８年（昭
和４３年）に長崎市小江原に工場を
新設し、本格的に新造船向け「マ
ストポスト」（船舶用の照明やレーダー
を設置するポール）を始めとした大型
艤装金物（大型の船体装備品）の製造、
発電用ボイラー周辺プラント金物
の加工を手掛ける様になりました。
２００５年（平成１７年）には、長崎
市小江に新工場を構え、現在の主
力製品となる「ＰＩＰＥＴＯＷＥ
Ｒ（パイプタワー＝長さ３５～４０�に及ぶガ

ス搬入搬出装置）」の製造を行ってい
ます。現在では、各国船級協会の
技量施工資格や、ロイド認証機関
によるＩＳＯ９００１：２００８の認証
（ＬＮＧ船のアルミ・ステンレス製品に関す

る国際規格）も取得しており、お客
様の高度かつ多様なご要望に応え
ることができるよう製造技術の向
上にも努めています。

LNG船の「PIPE TOWER」
製造に強み
－当社の主力製品である「ＰＩＰ
ＥＴＯＷＥＲ」の製造に辿り着く
までには、社運を賭けた大きな決
断が必要でした。当社にとって転
機が訪れたのは、アジア危機が発
生していた１９９７年（平成９年）の
ことです。当時、石油に代わるク
リーンエネルギーとして、ＬＮＧ
（液化天然ガス）が脚光を浴びるよう
になり、輸送するためのＬＮＧ船
の建造が韓国の国家プロジェクト
として立ち上がっていました。そ
うした時、韓国から十数隻分のＬ
ＮＧ船向けオールステンレス製の
「ＰＩＰＥＴＯＷＥＲ」の商談が
舞い込んできたのです。
当時、社内では「現在の当社の
技術では対応できない」という声
が大半を占め、製造には否定的で
したが、当時より当社が製造して
いる船舶艤装金物は、価格の安い
韓国・中国の製品が台頭し始め、
売上が伸び悩み、生き残りを賭け

た「モノづくり」の模索を始めて
いました。そこで、「リスクを冒
してでも挑戦しなければ会社の将
来はない…」という私自身の強い
想いから、「ＰＩＰＥＴＯＷＥＲ」
の製造体制造りに着手しました。
そこから約半年をかけて、あらゆ
る情報を入手し、必要な技術者の
教育を行い、ライセンスを習得し
ました。そしていよいよ製造に着
手し、紆余曲折はあったものの半
年後には注文どおり第一号の「Ｐ
ＩＰＥＴＯＷＥＲ」を無事引き渡
すことが出来ました。苦しい経験
でしたが、今となっては当社に
とって意味のある分岐点であった
と心に刻んでいます。

社員の育成は
企業の存在価値を高める原点
－当社の経営理念は、モノづくり、
人づくりをとおして、企業の存在
価値を高め、社会に貢献すること
です。モノづくりの面では、これ
まで培ってきた技術を活かし、社
会に役立つ付加価値の高い製品を
提供することで、取引先や地域の
人など、当社に関係するあらゆる
人たちとの共生を図り、私どもの
社会的存在価値を高めていきたい
と考えています。
また、人づくりの面からは、会社
は社員の技術・能力の向上のみな
らず、人としての品性、即ち人間力
を高めるための学習の場であると

株式会社早瀬鉄工所
代表取締役社長

早瀬 進氏
■創 業：昭和３２年６月 ■設 立：昭和３２年６月
■資 本 金：３０百万円 ■従 業 員：約２７０名
■事業内容：非鉄工業製品（アルミニウム・ステンレス）、船舶艤装金物

各種プラント装置、産業鋼構造物、発電・船舶用機器装置
■所 在 地：（本社工場）長崎市小江原５－９－７

（小江工場）長崎市小江町１－１９
（立神工場）長崎市西立神町５－４
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捉えています。したがって、日常生
活の大半を過ごす社内において、
社会人として必要な知識やマナー
などを身につけさせ、社会に役立つ
人材を育成するよう努めています。
そのような中、社員には自分が
所属する部署の業務の実態（利益
等）を把握した上で、作業に取り
組むよう常々指導している他、社
員自らが選定した会社の年間ス
ローガンを工場に提示するなど、
全社員の経営参画の意識を醸成で
きるよう配慮しています。

「世界に翔ばたく」カンパニーを
目指して
－繰り返しになりますが、当社の
セールスポイントは、特に高度な
技術を要するＬＮＧ船向けの「Ｐ
ＩＰＥＴＯＷＥＲ」の製造技術に
あります。世界的に石油からのエ
ネルギー転換が進む中、ＬＮＧ等
のクリーンエネルギーは現在脚光
を浴びています。
当社では、このＬＮＧ輸送船に
ターゲットを絞り、いち早くガス
搬入搬出製品の製造技術の習得に
努めてまいりました。そうした、

時代の流れを読んだ戦略転換を
行ってきた結果、ＬＮＧにおける
モス（球形タンク）・メンブレン（船体
内部装置の四角形タンク）の両タイプの
ガス搬入搬出装置を共に製造でき
るアジア地区唯一のメーカーとし
て、その地位と信頼を築き上げる
ことができました。
クリーンエネルギーであるＬＮ
Ｇの需要はまだまだ底堅いものが
あり、新しい取組みとして洋上液
化プラント船等の構想も世界では
飛び交っておりますし、当社の技
術が必ずや活かされるものと信じ
ています。
今後も「世界に翔ばたく」を合
言葉に、生産委託のベストパート
ナーカンパニーを目指し、他社の
追随を許さない匠のモノづくり技
術の確立に向けて挑戦してまいり
ます。
今年で創立５３年目を迎えるこ
ととなりますが、さらに次の５０
年の歴史を刻むべく「１００年企
業」を目指して、全員主役の経営
を貫き、確かな経営基盤を構築し
ていく所存です。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

社運を賭けた「ＰＩＰＥＴＯ
ＷＥＲ」の製造への道のりには、
早瀬社長の大きな決断と社長を
はじめとする皆様の大変なご苦
労があったこととご拝察いたし
ます。現在では、この「ＰＩＰ
ＥＴＯＷＥＲ」の高度な技術が
他社の追随を許さない「モノづ
くり」の基盤となり、当社の強
みとなっています。これからも
早瀬社長の強い「信念」のもと、
高いハードルにも全社一丸と
なって取組まれることで確かな
経営基盤を構築し、「世界に翔
ばたく」企業としてさらに飛躍
されることを期待しています。

創立３５周年の時に建立した記念碑 「PIPE TOWER」メンブレンタイプ 「PIPE TOWER」モスタイプ

左から鬼木頭取、早瀬社長、八田長崎営業部長 「PIPE TOWER」メンブレンタイプの前で 大型艤装金物（ラッシングブリッジ）
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アジアの最新ビジネス環境�
～ビジネススクール「リレー講義」から～

九州大学大学院教授

丹羽 由一

はじめに
前回に続き、福岡銀行連携講義「アジアのビ

ジネスと金融」からポイントをいくつかご紹介
します。この講義で招聘した外部講師は１０名で、
内外の大学、シンクタンク、金融機関など国際
経済や国際金融の現場におられる方々の、通常
ではなかなか聞くことができない生きた情報は、
大変好評を博しました。アジアビジネスに関心
をお持ちの実務家の皆様のヒントとなれば幸い
です。

これからのインドビジネス
インドはいま「ポスト中国」を担う経済フロ

ンティアとして世界の注目を集めています。前
回（本誌７月号）ご紹介したメコン地域（タイ、
ベトナム、ラオス、カンボジア）が生産基地と
しての「チャイナ・プラスワン」だとすれば、
インドは消費市場としての「チャイナ・アフ
ターワン」だと言えます。中国に匹敵する高度
経済成長と、いずれ中国を抜くことが確実視さ
れている巨大な人口集積に惹かれて、世界中の
企業が進出の機会を窺っています。国際協力銀
行の「海外直接投資アンケート調査」をみても、
インドは中期的に有望な事業展開先として中国
に次ぐ地位を占め、しかもインドを挙げる企業
は年々増加しています（表１）。同様に財団法人
関西生産性本部が実施した調査では、すでにイ
ンドが中国を抜いて最も有望な投資先にランク
されています。
しかし、現在までに進出した日系企業はまだ

５００社程度で、中国に比べれば二桁少ないレベ
ルにとどまっています。進出企業の顔ぶれをみ
ても自動車を中心とする大手メーカーが主体で、
関心が高い割には出遅れ感が否めません。欧米
各社が１０年以上前から次々に本格進出を果たし
たことを考えると、ここにきてやっと様子を窺
い始めたような状況です（表２）。
これにはいくつかの理由がありますが、同じ

表１ 中期的有望投資先

順位 ２００３ ２００８

％ ％

１ 中国 ９３ 中国 ６３

２ タイ ２９ インド ５８

３ 米国 ２２ ベトナム ３２

４ ベトナム １８ ロシア ２８

５ インド １４ タイ ２７

６ インドネシア １３ ブラジル １９

７ 韓国 ９ 米国 １７

８ 台湾 ７ インドネシア ９

９ マレーシア ６ 韓国 ６

１０ ロシア ５ 台湾 ５

（注）代表的な日本企業５００社が各５ヶ国まで選択
（出所）国際協力銀行

表２ インド進出日系企業（２００８年１月時点）

北部 デリー ソニー、トヨタ等メーカーの販社、
商社、駐在員事務所など１１８社

グルガオン スズキ、ホンダ（二輪）、旭硝子、
自動車部品メーカーなど８０社

ノイダ ホンダ（四輪）、パナソニック、
自動車部品メーカーなど２７社

東部 コルカタ １４社 大日本インキ、商社など
南部 ハイデラバード 部品メーカーなど

１１社
チェンナイ 味の素、パナソニック、島津製作

所、自動車部品メーカーなど７４社
バンガロール トヨタ、コマツ、ファナック、三

洋電機、日清食品、自動車部品メー
カーなど

９０社

西部 ムンバイ 日産（販社）、東洋エンジニアリン
グ、エーザイ、商社、銀行、海運など８４社

ブネ 荏原製作所、シャープ、ケイヒン、
矢崎総業など１６社

他 ４１社
合計 ５５５社

（出所）JETRO

寄稿

１９７７年 東京大学経済学部卒
日本開発銀行入行。

ハーバード大学客員研究員、大蔵省シニアエコノミスト、
日本経済研究所総務部長、日本政策投資銀行シンガポー
ル事務所長、えひめ地域政策研究センター常務理事を経
て２００８年より現職。
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英語圏の欧米企業に比べ、日本企業にとってや
はりインドは中国ほど身近でなかったというこ
とです。単に言葉や文化、宗教の違いだけでな
く、ビジネス慣行の違いや政府の規制などが大
きな障害となっているのです。この点に関し、
講義をお願いした甲南大学の安積教授は以下の
ような２０件に上るビジネスリスクを指摘してい
ます。
�政府の官僚主義
�賄賂
�政府と財閥の癒着
�州政府の政権交代による許認可の取消
�非効率な公営企業（取引先）
�旧態依然の同族経営（合弁パートナー）
�カースト制度
�貧困層の大都市流入
	経済成長の深刻な地域間格差

インフラ整備の遅れ（電力、港湾．高速道路等）
�日常茶飯事の訴訟
�労働争議などの労務問題

複雑な税制
�恣意的な追徴と手荒な徴税
�未発達な流通
�サービス分野での外資規制
�未発達な金融市場
�既存提携合意書（ＮＣＣ）規制
�撤退の難しさ
�不十分な知的財産権法規
また既に本格進出を果たし、表向き順調に

行っているように見えても、実際にはほとんど
実入りがないというケースも多く見受けられま
す。これは法人税率が高く、配当とロイヤルティ
は低いというインド独特の事情によるもので、
この結果「インド経済には貢献しているが自社
には何のメリットもない」という、慈善事業や
経済協力プロジェクトのような状況を余儀なく
されるのです。
ではこれらを踏まえて、インドビジネスの戦

略はいかにあるべきでしょうか。基本的には将
来性のみで動くことなく、しっかりとした「ビ
ジネス」に徹することに尽きますが、以下の３
点を挙げておきたいと思います。
�投資回収と技術支援対価回収
上述したように、インドに投資し技術支援を

してもほとんど対価が得られないという状況は
避けなければなりません。「何年で」「どのよう
なツールで」「いくら」回収するのか、明確に
計画を立ててから進出することが必要です。
�生産戦略より販売戦略
特にメーカーの場合は「いかに高品質に低コ

ストで作るか」という生産管理面に目が向きが
ちですが、本当に重要なのは現地市場でのマー
ケティングです。タタの２０万円の自動車を見る
までもなく、日本とは違うものが売れるのです。
また中国の場合と同じく地場企業の追い上げは
かなりシビアです。
�柔軟なリスクマネジメント
リスクの多さを直視し、常に変化する経営環

境に現場がすぐに対応できるよう柔軟かつ強力
なマネジメントが不可欠です。いわゆる大企業
病にかかっている会社はインドでは到底生き残
れません。インドで最も成功した日系企業のス
ズキ自動車の成功事例は大変象徴的です。

躍進するアジアマネー
アジアで伸びているのはビジネスだけではあ

りません。金融の世界でもアジアの存在感は急
速に高まっています。特に世界金融危機後は、
いわゆる「アジアマネー」の力があらためて認識
されることになりました。世界的に有名なファ
ンドマネージャーで大富豪のジム・ロジャース
が、昨年ウォール街からシンガポールに拠点を
移したことは、皆さんもテレビ等でご覧になら
れたでしょう。これからはニューヨークやロン
ドン、チューリッヒよりも、香港やシンガポー
ルのほうがよりダイナミックでエキサイティン
グなマネートレードの舞台となるのです。
しかし、ちょっと前までは、アジアマネーは

高リスクで怪しげな「素人が手を出せない」も
のであったことも事実です。それが１０年ほど前
のアジア通貨危機を契機にして、かなり「正常
な」ものに改善され、さらにアジア各国経済の
市場化の過程で一層グローバルなものに生まれ
変わったのです。
アジアのファイナンスはもともと銀行借入や

グループ内金融など（間接金融）が主体で、企業
体力や信用力、金利や担保といった取引情報が
オープンにされないブラックボックスでした。
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表３ マレーシアにおける直接金融育成プロセス

株

式

市

場

１９７３ クアラルンプール証券取引所設立
１８８０ 国営投資信託販売（ブミプトラの資本所有促進）
１９８３ 証券業務免許制導入、資本発行委員会設立
１９９０ クアラルンプール証券取引所完全独立
１９９８ 対内直接投資緩和、外国人投資急増

債

券

市

場

１９７７ 建設国債が発行総額の９割を占める
１９９０ 信用格付機関設立
１９９１ 社債発行に格付を義務化
１９９７ ベンチマーク債（政府保証付国営企業債）発行

社債が国債を発行額で上回る

（出所）「アジアビジネス戦略フォーラム」講義資料

しかし通貨危機により膨大な不良債権が発生し
て金融システムが崩壊すると、政府や銀行側で
も過度の銀行依存体質を改め、金融市場の開放
と資本市場（直接金融）の育成に動きはじめたわ
けです。ここでは一例としてマレーシアの株
式・債券市場の育成プロセスをご紹介しますが、
多かれ少なかれ各国とも情報開示とガバナンス
向上に注力した結果、投資家にとってより安心
なマーケットになったことは確かです（表３）。

では具体的にいま何が注目されているので
しょうか。主なものは３つあります。
�プライベートバンキング
ここでいうプライベートバンキングとは「富

裕層向けの高度な個人向け金融サービス」のこ
とで、これまで主に欧米でよく知られているも
のです。富裕層（およそ１０億円以上の金融資産
を保有している個人）を対象に、金融機関が金
融商品の提供や資産運用のアドバイスを行うわ
けですが、通常の銀行取引というよりバトラー
（執事）サービスの性格を持つもので、例えば高
価な絵画の買付や子息の留学先手配、税務申告、
遺言実行、遺産相続など、保有資産一切に係る
サービスを提供し、見返りに多額の手数料を徴
収します。ご存じの通り昔からスイスの銀行が
得意としている分野ですが、顧客の本当の目的
は財産の秘匿と節税にあり、そのために様々な
特殊口座を用意しています。
例えばフィデューシャリ口座（特定金銭信託）

は、ヨーロッパでは信託配当が非課税であるこ
とを利用し顧客から預かった信託をオフショア
で運用するものですし、ナンバーズアカウント
（匿名口座）は映画などでお馴染みの口座番号だ
けの秘密口座です。またジョイントアカウント

（共有名義口座）を持てば無税で贈与や相続がい
くらでも可能です。
しかし金融危機以後米国やＥＵがこれら不明

朗な金融商品に目を付け、スイスやこれまでよ
く知られたバハマ、ケイマンなどのタックスヘ
イブンでのサービスがだんだん難しくなると、
あらたに注目されたのがシンガポールです。シ
ンガポールはタックスヘイブンではありません
が、所得税が最高２０％と低いうえ相続税が無く、
かつ世界で最も安全な資産預け先として世界中
の資産が逃避してきています。そしてこのうち
の何分の一かが域内で運用されるだけでも、莫
大なマネーがアジアに滞留することになるので
す。
�政府系ファンド（ＳＷＦ）
中東諸国をはじめとする政府系ファンド（ソ

ブリン・ウエルス・ファンド）の台頭もアジア
マネーの力の源です。原資で大きく分けると、
中東諸国などのオイルマネーとシンガポール・
中国などの黒字マネーの２種類がありますが、
いずれも１０兆円単位と巨額で、国家予算に匹敵
する規模を有しています。
これらは毎期の運用実績を競う民間の投資

ファンドとは基本的に異なり、余剰資金を将来
に備えて安全・有利に保有することが目的で、
長期保有と分散投資が鉄則です。従って「投機」
ではなくあくまで「投資」で、リスク管理とポー
トフォリオ管理を徹底し、またマイナーシェア
が原則で個々のプロジェクトの経営や再生には
タッチしません。その代わりいかに良い物件を
底値で買うかが勝負で、例えばシンガポール政
府投資公社は日本のバブル崩壊時に東京の大型
不動産物件をいくつも購入しましたし、最近で
はアブダビ投資庁のシティグループ出資、ク
ウェート投資庁のメリルリンチ出資など金融機
関への投資も増えています（表４）。しかし長期
投資となれば決め手となるのはやはり長期成長
率であり、おのずとアジアをはじめとする新興
国がターゲットとなってきます。出し手も受け
手も非欧米というマネーが大きな流れとなりつ
つあります。

寄稿
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表４ 主な政府系ファンド

ファンド名 設立 資産規模

（年）（億ドル）

アブダビ投資庁 １９７６ ６，２５０

ノルウェー年金基金 １９９０ ３，２２０

サウジ通貨庁 １９５２ ３，０００

シンガポール政府投資公社（ＧＩＣ） １９８１ ２，１５０

クウェート投資庁 １９５３ ２，１３０

中国投資有限責任公司（ＣＩＣ） ２００７ ２，０００

シンガポール・テマセク １９７４ １，０８０

カタール投資庁 ２００６ ６００

リビア投資庁 ２００７ ４００

ロシア国民福祉基金 ２００８ ３２０
（出所）日本政策投資銀行

表５ 中国政府の４兆元投資計画 （億元）

内訳 投資額

低所得者向け住宅整備 ４，０００

農村インフラ（水道、電気、ガス、道路等） ３，７００

基幹インフラ（鉄道、道路、空港、水利、送電等） １５，０００

社会事業（医療衛生、教育文化等） １，５００

省エネルギー、温暖化対策、環境保全 ２，１００

技術革新、産業構造転換 ３，７００

四川大地震復興 １０，０００

合 計 ４０，０００
（出所）「アジアビジネス戦略フォーラム」講義資料

表６ 金融危機後の大幅な金融緩和 （％）

リーマン前 リーマン後

ピーク ボトム

貸出政策金利（１年物） ４．６８ ３．３３

手形再割引率 ４．３２ ２．９７

法定準備金利 １．８９ １．６２

預金準備率 １７．５０ １５．５０
（出所）「アジアビジネス戦略フォーラム」講義資料

�イスラム金融
金融危機後、新たなファイナンスツールとし

て最も注目されたのがイスラム金融です。出し
手の側でも、オイルマネーが運用先を欧米から
中東およびアジアにシフトしたため、特にアジ
アではここ１年で急速な興隆をみました。
イスラム金融はもともとメッカへの巡礼者に

よる無尽講から発展したもので、イスラムの教
えに従った特殊なスキームが特徴です。例えば
利息を取ったり、豚肉、アルコール、武器、賭
博、風俗関係などの取引は禁じられています。
ただ実際には割賦販売などの手法で金利は取れ
ますし、預金、ローン、保険、債券、ファンド
などほとんどの金融サービスが可能です。これ
までは中東域内が主体でしたが、最近はマレー
シア、インドネシアといったアジアのイスラム
国で急拡大し、従来の欧米系、華僑系の金融を
補完する機能を担っています。またイスラム信
者以外でも利用できること、原資（オイルマ
ネー）が豊富なこと、最近注目されている社会
的責任投資（ＳＲＩ）の精神に合致することなど
から、アジア全域に広がることが予想され、実
際に日本企業がイスラム債を発行する例も出て
います。

金融危機と中国経済
最後に、アジアビジネスに最も影響の大きい

中国経済の実態を見てみましょう。最近の
ニュースでは、上海株式相場がリーマンショッ
ク前の水準を回復したとか、農村でもマイカー
や家電の消費ブームが起きているとか、景気の

良い話が目立ちます。はたして中国は本当に金
融危機をうまく乗り切ったのでしょうか。
この問いに対する答えは一応「Ｙｅｓ」です。

ご存じのように中国政府は金融危機を受けて総
額４兆元（約６０兆円）に上る経済対策を打ち出し、
国をあげて景気下支えに乗り出しました。内容
的には社会資本整備が主体で、これは投資乗数
効果が大きいことからＧＤＰ成長率にも即効性
があります。また消費面でも「家電下郷」に象
徴されるように、購入補助金を呼び水にして農
村という未開拓市場の活性化を進め、これも実
績があがりつつあります（表５）。

もちろん金融部門自体のバックアップも充分
に行われました。具体的には、まず直前までイ
ンフレ対策で引き締めていた政策金利および中
国人民銀行（中央銀行）への預金準備率を一転し
て引き下げ、金融市場をいわゆる「ジャブジャ
ブ」の状態にして流動性を確保したのです。さ
らに一方では投機やインフレを封じ込めるため
に、中央銀行手形を発行して市中のベースマ
ネーを回収（不胎化）し、何とか金融システムを
維持することに成功しました（表６）。

この結果、銀行貸出は半期ベースでみて７兆
４０００億元（約１１０兆円）と、従来の４倍の水準に
急増し、その多くが長期資金であることから、
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図１ 上海株価総合指数

前述の社会資本整備などに回ったと考えられま
す。実際に今年上期の設備投資は前年同期比
３３％増と、まさに建設ラッシュの様相を呈して
います。また家計部門の消費も一貫して前年同
月比１０％を上回っており、これらの結果、中国
政府が死守しようとしている「保八」すなわち
８％の成長率は、今年も達成される見込みです。
しかし当面の危機は乗り切ったとしても、中

国経済には固有の根深い構造問題があり、中長
期的には安心できません。その最大の課題は、
いかにして輸出偏重の経済構造を内需主導型に
移行させるかという、まさにかつての日本と同
じ宿題を抱えているのです。いまや中国のＧＤ
Ｐに占める輸出の比率は１／３を超え、そこか
らもたらされる外貨収入は２兆ドル（２００兆円）
という世界一の外貨準備に積み上がりました。
問題はこれを有効に使う道が見つかっていない
ことです。そのため、とりあえず海外で運用し、
今回の米ドルの下落で巨額の損失を余儀なくさ
れているわけです。
もう一つの課題は、いまや２４兆元（３００兆円）

にのぼる国内の家計貯蓄の受け皿です。中国は
金融取引の規制が大変に厳しいうえ、日本のよ
うに多様な金融商品が揃っていないので、結局
は銀行預金かあるいは株・不動産という選択し
かありません。ところが銀行預金利率は、銀行
に利潤を確保させるため政策的に低く設定され
ており、定期預金利率は常に物価上昇率を下回
る（マイナスの実質金利）状況です。従って家計
の余剰資金はいきおい株式市場や不動産市場に
集中し、これらのマーケットがますます投機色

を強めるという悪循環を生み出しています。近
年の上海株相場をみても、２００５年７月から２００７
年１０月までの２年で６倍に急騰したかと思うと、
その後２００８年１１月までの１年で１／４に暴落す
るといった具合で、とても健全な株式市場とは
言えません（図１）。
一方、日本からみれば、以上のような中国経

済の課題解決に結びつく内需関連ビジネス、例
えばインフラ関連の設備やノウハウ、一般家庭
の消費高度化マーケティング、多様な金融商品
の提示などに商機を見出していくことができる
というわけです。

おわりに
２回にわたってアジアビジネスの最新事情を

ご紹介してきましたが、その間にも日本企業に
とってのアジア市場の重要性はますます高まっ
ています。最近の新聞記事によれば、日産自動
車やコマツは中国での販売が、またスズキはイ
ンドでの販売が、それぞれ日本国内での販売を
すでに上回っています。小売の分野でも、コン
ビニ大手のファミリーマートはアジアでの店舗
数が日本国内の店舗数を抜きました。宅急便や
学習塾などの業種でも、アジアへの本格展開が
進んでいます。いまや日本企業にとってのター
ゲットはアジアマーケットでトップシェアを取
ることです。すでにキリンビールやユニチャー
ムはそちらに舵を切りました。九州の企業の皆
さんも、このような流れのなかで、自社の強み
を活かして是非アジア市場で新たなビジネス
チャンスを見つけていただきたいと思います。

寄稿

（出所）「アジアビジネス戦略フォーラム」講義資料
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経営課題克服に向けた企業の動き（企業動向調査にみる）

福岡県、熊本県、長崎県の３県の企業を対象に行いました「企業動向調査アンケート」を基に、
３県企業の景況感の他、企業における経営課題やその対応策、業界における新しい動きなどにつ
いてレポートします。
なお、詳細資料についてはＨＰ（http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/index.htm）にてご覧いただけます。

１．３県企業の景況感

悪化傾向から底打ちへの期待が膨らむ

内閣府が公表した２００９年４～６月期のＧＤＰ

（２次速報値）では、物価変動を除いた実質成長

率で前期比０．６％増（年率２．３％増）となりました。

戦後最悪の落ち込みとなった２００８年１０～１２月

期（前期比３．５％減、年率１３．１％減）と、０９年１

～３月期（年率１３．１％減）を経て、アジア向けの

輸出や追加経済対策による公共投資が成長に寄

与するなどし、５四半期ぶりにプラス成長とな

りました。

しかし、戦後最悪と言われるマイナス成長か

らの脱却はこれからの状況にあり、本調査では

福岡、熊本、長崎の企業約１，６００社を対象にし

た景況感調査のアンケート結果をもとに、現在

の景気動向の状況を探っていきます。

まず、福岡、熊本、長崎の３県企業の業況Ｂ

ＳＩ「４～６月期実績」をみると（図１）、福岡

県で▲５３（１～３月期比－８）、熊本県で▲５１（同

＋２）、長崎県で▲３４（同＋１）と、熊本県と長

崎県の景況感は「僅かに改善」しましたが、福

岡県は「悪化」が続いています。

続く７～９月期（見込み）では、福岡県は▲５０

と「改善」に転じ、１０～１２月期（予想）は▲２９へ

と「大きく改善」すると予想しています。熊本

県は引き続き７～９月期（見込み）でも「改善」

の動きを示し、１０～１２月期（予想）でも▲２６へと

さらに大きな「改善」を予想しています。一方、

図１ 業況ＢＳＩの推移（全産業）

図２ 業況ＢＳＩの推移（製造業）

図３ 業況ＢＳＩの推移（非製造業）

地域経済調査

表１ 回答企業の業種別構成

業種 企業数 構成比（％） 業種 企業数 構成比（％）
食料品 ３６ ５．７ 漁業 ６ １．０
繊維製品 ７ １．１ 建設業 １０７ １７．０

化学・石油製品 １８ ２．９ 卸売業 ６９ １０．９
生コン・窯業・土石 ３９ ６．２ 小売業 ７３ １１．６
鉄鋼・非鉄 ２５ ４．０ 不動産業 ２０ ３．２
金属製品 ２８ ４．４ 運輸・倉庫業 ３３ ５．２
一般機械 ３２ ５．１ ホテル・旅館業 ３４ ５．４

電子部品・電気機械 ２２ ３．５ サービス業 ４１ ６．５
輸送用機械 ２６ ４．１ その他 １ ０．２
その他製造業 １４ ２．２ 合計 ６３１１００．０

※繊維製品、漁業、窯業については長崎県のみ。※鉄鋼・非鉄については福岡
県・長崎県のみ
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長崎県は、７～９月期（見込み）まで「緩やかな

悪化」が続き、１０～１２月期（予想）には「改善」

すると予想されており、地域によって企業景況

感の反転の時期は異なっています。

しかし、３県の業況のトレンドは、熊本県が

１～３月期、福岡県が４～６月期に悪化傾向に

歯止めがかかり、長崎県は遅れて７～９月期（見

込み）に下げ止まりが見込まれるなど、時期は

微妙に違いますが、改善に向かう動きが期待で

きます。

次に、製造業と非製造業に分けてみると、製

造業では、福岡県で▲５７（同－１４）、熊本県で▲

６１（同＋７）、長崎県で▲２７（同＋３）となりまし

た（図２）。悪化のペースが急激だった熊本県は、

各産業ともに改善の動きが明確で、７～９月期

（見込み）、１０～１２月期（予想）でもさらに「改善」

する予想となっています。福岡県は４～６月期

まで「悪化」が続きますが、７～９月期（見込

み）にかけて「緩やかに改善」した後、１０～１２

月期（予想）には一般機械、鉄鋼・非鉄などが「大

幅な改善」を予想しています。一方、リーマン・

ショック以降、悪化のペースが緩やかだった長

崎県は、景況感の動きが不安定で、一旦「やや

改善」した後、その後再び悪化方向で推移する

と、予想しています。

非製造業では、福岡県で▲５０（同－３）、熊本

県で▲４３（同－２）、長崎県で▲３８（同－１）と、

景況感は３県とも横ばいが続いています（図３）。

業種でみると、運輸・倉庫業の「悪化」の動き

とホテル・旅館業の「改善」の動きは、３県と

も共通した動きとなっています。業種構成ウエ

イトの大きい建設業については、福岡県は「悪

化」、熊本県は「やや悪化」、長崎県は「改善」

と地域によって違いが現れました。続いて、７

～９月期（見込み）では、福岡県と熊本県は「や

や改善」、長崎県は「やや悪化」すると見込ま

れていますが、１０～１２月期（予想）は３県揃って

大幅な「改善」が予想されています。

非製造業全体の動きを見ると、昨年のリーマ

ン・ショック直後の１０～１２月期に急速に落ち込

んだ後、なかなか改善が進みませんでしたが、

１年を経た１０～１２月期にようやく改善に向けた

動きが出てくるようです。

県別での動きをまとめると、昨年９月のリー

マン・ショックの後、自動車産業や電気機械に

大きな影響が及んだ福岡県と熊本県は、景況感

の悪化も急激でしたが、生産調整の進展ととも

に回復の動きが鮮明になっています。

一方、造船業を主要産業の１つの柱とする長

崎県は、リーマン・ショック後の景況感悪化の

状況が非常に緩やかであったため、１０～１２月期

に向けての回復の見通しも弱いものに留まって

います。

このように九州でも、今回の企業の景況感調

査が示すとおり、悪化傾向から底打ちに向かう

期待が大きくなっています。

２．経営課題とその具体的対応策

●経営課題（複数回答）

材料費高騰の影響は沈静化へ

経営課題のトップは「販売・受注不振

（６７．１％）」（図４）で、以 下「他 社 と の 競 合

（５８．１％）」、「価格競争の激化（４７．８％）」、「人材・

図４ 経営課題

地域経済調査
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人手不足（質）（３０．４％）」、「製・商品価格の低迷

（２７．２％）」が上位５番目までのテーマとなって

います。０９年１月の調査結果と今回の結果を比

較すると、「他社との競合」（＋３．６Ｐ）、「価格競

争の激化」（＋６．０Ｐ）の回答割合が増加しており、

業況が低迷するなか競争が厳しさを増している

ことが窺えます。

そのほかの項目で大きな変化が見られたのは

「材料費の高騰」（－１３．４Ｐ）で、窯業・土石・

生コンや食料品製造業では、まだ５０％を超えて

いますが、影響の度合いは全般的に沈静化して

いると判断できます。

●経営課題への具体的対応策（複数回答）

経費削減に努めながら製（商）品、サービス料金

を引き下げ

具体的対応策の上位項目は（図５）、０９年１月

調査時と同じく「必要経費の削減（６７．３％）」、「販

売促進強化（５４．５％）」、「技術向 上 の 促 進

（３５．０％）」、「一層のサービス充実（２６．８％）」、「設

備の改善・拡充（２５．１％）」となりました。回答

割合が変化した項目をみると、「製（商）品、サー

ビスの料金を下げた」（＋４．８Ｐ）が増えて、「製

（商）品、サービスの料金を上げた」（－５．７Ｐ）は

減っており、「製（商）品、サービスの料金を下

げた」割合が高かったのは、ホテル・旅館業

（４８．４％）、不動産業（３７．５％）などです。

●具体的対応策と業況ＢＳＩの状況

業況底打ちに向けて厳しい対応策を実施

図６は経営課題への具体的対応策を回答した

企業の、業況ＢＳＩの値（４～６月期）をグラフ

化したものです。このデータをみると、「従業

員の雇用（▲１０．０）」、「品揃えの充実（▲２８．８）」

などの前向きの対応策を実施した企業の業況Ｂ

ＳＩは悪化レベルが低く、「従業員の削減（▲

６５．１）」、「貯蓄の切り崩し（▲６１．３）」、「製（商）

品、サービスの料金を下げた（▲６０．６）」などを

実施した企業の業況ＢＳＩは、厳しいレベルに

あるのが分かります（図６）。０９年１月と今回７

月調査時点の対応策の構成比において、「製（商）

品、サービスの料金を下げた」が４．８ポイント

増加していることなどから、厳しい経営環境を

何とか打破しようとする企業の取り組み姿勢が

窺われます。 （島浦 誠）

図５ 経営課題への具体的対応策

図６ 経営課題への具体的対応策と
業況ＢＳＩレベル（４～６月期）
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３．各種ＢＳＩの動向（３県）

【調査の概要】
１．調査対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�３県の業種別構成比を基に無作為抽出。
福岡県９８５社（回答企業２１５社、回収率２１．８％）
熊本県４９９社（回答企業１１７社、回収率２３．４％）
長崎県６３１社（回答企業２９９社、回収率４７．４％）

２．調査時点：２００９年７月上旬～７月下旬

３．調査方法
�調査対象期間
２００９年４～６月期：実績、０９年７～９月期：見込み、
０９年１０～１２月期：予想
�分析方法
各期について、前年同期と比較して業況が「良い」と答えた企
業割合から「悪い」と答えた企業割合を差し引いた指数（ＢＳＩ）
を基に経済動向を予測

図７ 売上高と経常利益

図８ 仕入価格、販売価格

図９ 在庫、操業度・稼働率

地域経済調査

●売上高と経常利益
◆全産業：売上高、経常利益とも７～９月期（見
込み）まで低下を見込み、１０～１２月期（予想）
での大幅な改善を予想しています。

◆製造業：７～９月期（見込み）に改善を見込ん
でいるのは、売上では化学・石油製品、鉄鋼・
非鉄、輸送用機械、経常利益では、食料品、
生コン、一般機械です。

◆非製造業：売上高、経常利益ともに、小売業、
ホテル・旅館業においては７～９月期（見込
み）、１０～１２月期（予想）に改善を見込んでい
ます。

●仕入価格と販売価格
◆全産業：仕入価格、販売価格ともに４～６月
期から７～９月期にかけて底を打ち、１０～１２
月期（予想）に上昇を予想する割合がやや増加
しています。

◆製造業：仕入価格については食料品、繊維製
品、化学・石油製品で、販売価格については
電子部品・電気機械で、４～６月期に低下と
いう割合が大きくなっています。

◆非製造業：販売価格について、卸売業と運
輸・倉庫業では１～３月期から４～６月期に
かけて低下の割合が急増しています。

●在庫と操業度・稼働率
◆全産業：在庫過剰解消の進展とともに、操業
度・稼働率は増加へ転じる見込みです。

◆製造業：１～３月期から４～６月期にかけて、
電子部品・電気機械の在庫は大幅過大から不
足へと大きく転換しています。

◆非製造業：１～３月期から４～６月期にかけ
て、運輸・倉庫業の稼働率では低いという割
合が大きく増加しています。

16 FFG調査月報 2009年10月



し ー ず

し ー ず�

し ー ず�

こんな研究がどんどん広�
がっていくといいですね�

しーず君�

―大学発 シーズ紹介―
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■先生の主な研究テーマ
研究項目 内容

モノ
・
環境

車イスのスポーツ科学 車イス生活者の健康体力づくり、競技能力向上
バリアフリー 歩道やスロープの研究
中高齢者の運動能力 高齢者が転倒する仕組と住環境、健康支援
福祉用具 電動ベッドや車イスの使い方
ユニバーサルデザイン 情報通信機器や生活共用品の使いやすさ

人体
筋量測定 超音波を使った安全な筋力評価技術
筋肉の硬さの評価 超音波を使った筋肉の硬さ測定とその応用

し
ー
ず�

し
ー
ず�

図‐１ 動かす力を軽減したドアハンドル
（長崎県窯業技術センターとの共同研究）

し
ー
ず�

し
ー
ず�

“身体が動く仕組”と“人に優しいデザイン”を科学する
むら き さと し

九州大学大学院 芸術工学研究院 福祉人間工学研究室 村木里志 准教授
私たちの身の回りには、「使い勝手が悪い」「もう少し便利に使えたら」と
感じるモノがあります。特に、ご高齢者や身体の不自由な方であれば、それ
が日常生活に大きく影響を及ぼすことさえあります。このような問題を背景
に、先生の研究室では、身体が動く仕組、その中でも“動きの不自由に関わ
る研究”を専門として、“モノや環境を人間の特性に合わせるデザイン化”
や、“生活や健康を支援するツールの開発”に取組まれています。

先生の自己紹介をお願いします。

先生 小さい頃から身体を動かすことが好きで、
大学時代には身体の動きを勉強・研究しました。
現在はその知識を使って、生活を支援する製品や
環境の研究・開発に取組んでいます。大学では「福
祉人間工学」という授業を担当しています。

どんな研究ですか？

先生 私の研究分野は、「人間工学」と「運動生
理学」の２つです。「モノや生活環境」「人間の健
康」をテーマとして、老化や障害によって人間の
動きはどのように不自由になるのか、また動きが
不自由になると生活にどう影響するかを研究の基
礎としています。これらの不自由を解消・軽減す
るためには、「福祉用具」「ユニバーサルデザイ
ン」「バリアフリー」「生活環境」「介護予防」の
観点からどのようにデザインしていけばよいのか、� � � � � � � �
まさに研究室の名の通り、福祉的な視点で、人間� �
工学を考えています。私の研究室では、車いすの
操作性が車いすのフレームや重さの違いによって
どのように変わるかを調べることなどもできます。

具体的な応用例を教えてください

先生 靴、携帯電話のテンキー、車イス、住宅、ドア
ハンドル、電動ベッドなど福祉関連を中心に、様々
なデザインの支援を行ってきました。例えば、ドア
ハンドルの場合、手の力の弱い人には一般的なド
アハンドルは操作しづらいと言われていますが、
これはハンドルの角度に原因があることを見つけ
ました。そこで腕の筋の負担（きつさ）を分析し、ハ
ンドルが下がったときに水平になるように角度を

設定した方が、少ない力で開閉できることを発見
し、新しいドアハンドルをデザインしました。（図‐１）
また、軽量化や操作性を重視するあまり、他の
機能が犠牲にならないようにすることも大切なこ
とであり、注意を払っています。

“筋力に関する研究”とはどんなものですか？

先生 高齢者の介護予防を考える上で、筋力は重
要な要素です。しかしその測定方法と言えば、た
とえ高齢者であっても全力で踏ん張らなければ測
定できず、問題点となっています。そこで、私の研
究室では、超音波による安全な筋力評価技術を検
討しています。また“筋肉の硬さ計測”によって
筋肉の老化を評価する技術も併せて実用化に向け
研究中です。
（図‐２）
私の研究分
野の最前線の
現場におられ
る企業の皆様
との連携を進
めたいと考え
ています。

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第８回）

図‐２ 超音波を使った筋力評価
産業技術総合研究所との共同研究
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REPORT

はじめに

香港では、食料の大半を世界各国からの輸入

に頼っています。香港における輸入相手国とし

ての日本の割合は高く（第５位）、スーパーマー

ケットでも日本の食品は何でも揃うといってい

いほど、充実しています。香港の人口約７００万

人のうち、日本人が占める割合は０．３％超の約

２万４，０００人程度に過ぎないので、日本の食品

のターゲットは日本人だけにとどまらないよう

です。

本稿では、香港における日本の食品に対する

イメージやマーケット事情を探りながら、香港

への食品輸出とその販売戦略などについてレ

ポートします。

１．日本の食品に対する香港人のイメージと購

買者について

香港は、長い間イギリスの植民地であったた

め、他国の食文化を受け入れることには比較的

寛容な面があるようです。通りには世界各国の

飲食店が軒を連ねており、「香港人は舌が肥え

ている」という表現をすることもあります。香

港人の特徴としては、�価格にシビアだが良い
ものには金を出す、�流行りだすと一気に広
がって行く、�新しいもの好き、�一方で冷め
やすい、などが挙げられます。この中で�と�
は香港人が日本の食品を購入する大きな原動力

になっているようです。というのも、日本の食

品は香港内の輸入食品の中でも割高です。日本

人である私は、自然と日系のスーパーマーケッ

トに赴き日本の食品に目を向けることが多いの

ですが、値段を見て購入をためらってしまうほ

ど高価です（例えば牛乳１�が３６０円など）。し
かし、中国農産品の農薬問題や食品関連事件を

背景に、「日本の食品は質に優れ、安全性が高

い」ということが香港内に浸透しており、特に

富裕層と中間層から絶大なる信頼と人気を得て

います。

２．日本から香港への農産物（食品）輸出状況に

ついて

では、どんな食材が日本から香港に輸出され

ているのでしょうか。香港は日本の農林水産物

や食品の輸出先として、アメリカをおさえ第一

位（２００８年）となっています。その中でも水産調

製品（缶詰や瓶詰めなど）・加工食品・水産物

（調製品以外）・畜産品・穀粉等が中心となって

います。（表１参照）

しかし、表２からもわかるように、日本から

輸出されているものの上位にある「乾燥なま

こ」や「アワビ」などは日本で一般的に消費さ

れているものではなく、中華料理の具材として

香港への食品輸出とその販売戦略

海外リポート

表１ ２００８年 農林水産物輸出額内訳
（日本から香港へ）

（単位：億円、％）

金 額 構成比
水産調製品 ３０２ ３８．０
加工食品 １５１ １９．０
水産物（調製品以外） １０２ １２．８
畜産品 ９１ １１．４
穀粉・米等 ７１ ８．９
野菜・果実等 ２２ ２．８
林産物 ２ ０．３
その他 ５４ ６．８

総 額 ７９５ １００．０

表２ ２００８年 農林水産物上位輸出品目
（日本から香港へ） （単位：億円）

輸出品目 金 額
�乾燥なまこ（調製品） １３２
�貝柱（調製品） ６０
�小麦粉 ４６
�粉乳 ３３
�菓子（米菓除く） ３２
�植木等 ３０
�アワビ（調製品） ２６
�豚の皮 ２４
	ソース混合調味料 ２１

ホタテ貝 １６

（出所）農林水産省「農林水産物・食品の輸出についてのヒント集」

（出所）農林水産省「農林水産物・食品の輸出についてのヒント集」
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使われているものです。日本の食材を使用して

いるレストランなどでは、「日本産使用」と店側

が日本産であることを強くアピールしています。

３．香港への輸出に際しての注意事項について

香港は自由貿易政策を取っていて、輸入品に

は関税を課していませんが、酒類（アルコール

度数３０％超）・たばこ・燃料類など一部のもの

には物品税が課せられます。輸入時の通関で行

われる検疫は、無作為による抽出で行われてお

り、食品には、日本の当局が発行する衛生証明

書や検疫証明書を添付するようになっています。

また、食品を輸入する者は輸入から１４日以内に

必要事項を記入した輸入申告書を税務局長に提

出することになっています。

食品添加物等については、特に注意が必要と

なってきます。食品に含まれる化学物質の含有

量や食品添加物など日本では認められていても、

香港では規制されている場合があります。ここ

でいくつか輸出に際し注意したい品目を、参考

資料としてご紹介します（表３）。

なお、輸出に関する詳細については農林水産

省の海外貿易制度等調査報告書をご覧下さい。

４．香港での食品販売戦略について

それでは、日本の食品を新たに売り込むため

表３ 香港へ輸出時の注意事項（食品関連）

品 目 注意事項

米・米加工品
米は備蓄品目の対象であるため、在庫保有者登録とそれに伴う手続きが必要。香港輸入業者は輸入
前にライセンス取得が必要。日本の基準値と異なり、シリアル製品のカドミウム・クロム含有量は
それぞれ０．１ｐｐｍ及び１ｐｐｍを超えてはならない。〈その他注意事項あり〉

牛乳・乳製品

牛乳・乳飲料・冷凍菓子・粉乳に関する制度が、複数の法律によって規制されている。（詳細省略）
牛乳・乳飲料・冷凍菓子については、輸入の際に香港食物環境衛生署（以下ＦＥＨＤ）からの事前許
可が必要で、店舗にて販売する際にも許可証の取得が求められる。輸入業者は各々の当該商品の香
港への到着に対して、少なくとも４８時間前にＦＥＨＤに報告が必要。
その他にも原産国の管轄権を有する保健当局によって発行された衛生証明書（化学物質分析に関す
る証明、細菌検査に関する証明）が必要なる。〈その他注意事項あり〉

食肉・食肉加工品・
その他畜産品

日本におけるＢＳＥ発生に伴い、日本の輸出業者は農林水産省動物検疫所所長宛てに書類を提出し、
動物検疫受検が必要。この際、厚生労働省が認定した認定施設を管轄とする地方自治体から発行さ
れた衛生証明書の添付が必要。
食肉・食肉加工品及び畜産品に関して、香港への冷凍・チルドの牛肉・豚肉・鶏肉の輸入について
は輸入の際にＦＥＨＤからの輸入ライセンスを取得しなければならない。また検疫証明書や食品衛
生証明書等を添付する必要があり、この検疫証明書を取得するには、輸出国において肉骨粉で飼育
されていないことを示す証明書が必要。
食肉加工品（ハム・ベーコン等）の保存料・抗酸化剤については、使用してよい保存料及びその最大
濃度等が食品保存料規則によって定めれられている。〈その他注意事項あり〉
【香港に輸出可能な日本産牛肉の主な条件】
�脳・脊髄等の危険特定部位を衛生的に取り除いたもの �月齢３０ヵ月未満の牛 �骨なし肉
�ＨＡＣＣＰ導入施設での処理
【２００８年１月現在、香港政府が求める条件を満たす厚生労働省が認可した日本サイドの施設】
・南九州畜産興業株式会社 末吉と畜場（鹿児島県）
・サンキョーミート株式会社 有明ミート工場（鹿児島県）
・株式会社ミヤチク 高崎工場（宮崎県）
・株式会社群馬県食品卸売市場（群馬県） 以上４箇所

水産物・水産加工品

ＦＥＨＤは香港に輸入する際、当該水産物及び水産加工品が食品に適していると証明できる原産国
の保健当局によって発行された衛生証明書を用意することを強く奨励しており、提示されない場合
は当該貨物が検査またはサンプル抽出の対象となるので注意。（検査された商品は６時間以内にリ
リースされる） ＦＥＨＤは水銀・カドミウム及びヒ素の各金属類について、重金属全体の最大濃度
を含む検査を行っており、また生鮮海産物には使用が認められていないホウ酸と二酸化硫黄を含む
防腐剤の監視（ホウ酸の濃度は１，０００ｐｐｍ以下）をしている。この他にシガテラ魚中毒に関する基準
や商品梱包に関する所要条件を設けている。（詳細省略）〈その他注意事項あり〉

加工食品
食品添加物の規制には注意が必要。（甘味料・着色料・保存料等）
日本で使用可能な人工甘味料（ステビア・甘草）、食品添加物（クチナシ色素・紅花色素・紅麹色素
等）は香港での使用が認められていない。〈その他注意事項あり〉

出所：農林水産省「海外貿易制度等調査報告書（香港編）」
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には、香港マーケットをどのように活用すれば

よいのでしょうか。一般的には海外へ商品を輸

出する場合、かかるコスト等も勘案し、大きな

取引を想定しがちですが、ここ香港の場合は

マーケットが成熟していることや人口が限られ

ていることから、すぐに大きな成果を求めるの

は難しいといえます。香港マーケットで販路拡

大を狙うには、まずその食品の認知度を高める

ことが重要といえます。

日系スーパーマーケットなどでは、食品売り

場の一角を利用した催事販売などがよく行われ

ており、ブランドアピールには効果的といえま

す。特に目にするのは単独での販売ではなく、

「県単位での食品フェア」であったり、「九州の

名産品を扱う食品市」といった形態が多いです。

そのほか、香港では、アジア最大級の食の見

本市である「香港フードエキスポ」や「ＨＯＦ

ＥＸ（香港国際食品・飲料展）」などが開催され

ています。今年の８月１３日から５日間の日程で

開催された「香港フードエキスポ」には、日本

を含む２４ヵ国・地域から６００社以上が参加し、

世界各国のサプライヤー・バイヤー・一般の買

い物客で大変な賑わいでした。日本ブースには

約４０社が参加していましたが、九州からは熊本

県・宮崎県からの団体が、商談を目的として球

磨焼酎や宮崎牛など、様々な地元産品のアピー

ルを積極的に展開しているのが印象的でした。

また３日間の日程で併せて開催されていた「香

港国際茶展」には、福岡県のお茶ブランドであ

る「八女茶」のブースもありました。

以上のような国際展示会を活用することは、

ブランドイメージを高める上でも有効であると

考えられます。

５．おわりに

香港で「モノ」を販売するには、何度も申し

上げたとおり認知度を高めることが重要です。

定着すれば自然と口コミで広がり、一気に売上

が伸びるのも香港マーケットの魅力といえます。

また、「香港発」の流行は中国本土に広がる傾

向があり、大きな可能性も秘めています。

しかし、そこに行き着くまでには企業の地道

な販売努力が不可欠です。さらに、日本で売れ

ているものがそのまま香港で売れるとは限りま

せん。特に食品はただ安全で高品質だから売れ

るものではなく、現地の人々の味覚とマッチし

て始めて支持されるものです。現地のマーケ

ティング調査を行う意味でも、催事販売や展示

会出展によりデータ収集を行うことは、成功へ

の近道といえます。当事務所では、お取引先の

皆様の海外進出のお手伝いをしていますので、

香港をはじめ東南アジア向けの販路拡大に関心

のある方は、ぜひお取引店を通じてお気軽にお

問い合わせください。

（香港駐在員事務所 末松 尚樹）

海外リポート

香港フードエキスポ出展の様子（開催期間中３５万人来場）

香港国際茶展出展の様子（開催期間中８万人超来場）
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九州の鉱工業生産動向
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（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］…………在庫調整が進展しており、持ち直しで推移している

２００９年７月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、在庫調整などが進展しており、前月比

１．７％上昇し５ヵ月連続で前月実績を上回りました。九州地区の生産には全国を上回る勢いで持ち直

しの動きがみられます。

［業種別動向］…………一般機械工業、食料品・たばこ工業、鉄鋼業な
どが上昇

鉱工業生産指数の前月比１．７％上昇について、業種別に寄与度を見ると、電子部品・デバイス、輸

送機械などでマイナスになったものの、半導体製造装置やビール・清涼飲料の需要が堅調だったこと

などから、一般機械、食料品・たばこなど全１７業種中１０業種でプラスとなりました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………生産活動では、持ち直しの動き

福岡県の景気は、厳しい情勢にあるものの、回復の兆しが出てきています。

生産活動は、多くの業種で持ち直しの動きが見られ、総合指数は４ヵ月連続で上昇しました。また、

企業倒産も件数、負債総額ともに減少しました。

しかしながら消費は依然として生活防衛意識が強く、大型小売店販売額は前年を下回っています。

また、住宅投資や公共投資でも前年を下回りました。

［生産活動］……………総合指数は４ヵ月連続で上昇

６月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、基幹産業である自動車や鉄鋼などで減産幅

を緩和したことなどの影響で、総合指数は８０．０と、

前月比０．４ポイント上昇しました。

総合指数の上昇は４ヵ月連続となり、生産活動

は持ち直しているといえます。

主要業種では、鉄鋼は前月比４．４％、輸送機械

は前月比２．６％上昇しましたが、一般機械は前月

比▲９．４％、化学は前月比▲１３．６％と減少しまし

た。

［大型小売店］……………百貨店、スーパーともに前年割れ

百貨店では、夏のバーゲンセールが不調だった

ことや、セールの前倒しによる反動減もあり、衣

料品などを中心に販売額が落ち込んでいます。さ

らに、豪雨や長雨など天候不順が追い打ちをかけ

た格好になり、前年同月比１４．０％減と大幅な減少

となりました。

またスーパーでも、消費者の節約志向が継続し、

商品単価が下落傾向にあることなどから、前年比

２．５％減少しました。

トータルでは前年比８．３％減の６１３億円となり、

依然として消費者の生活防衛意識が強いといえま

す。

福岡県経済動向
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［住宅建設］……………貸家・分譲の減少が著しく８ヵ月連続の前年割れ

７月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１２．０％減の８２６戸、貸家で同６３．９％減の１，０５０戸、

分譲で同５７．１％減の３９７戸となり、全体では同

５２．７％減の２，２７６戸となりました。

前年同月と比較すると貸家・分譲の着工が著し

く減少しています。所得環境の悪化で不動産購入

意欲が低下していることや、在庫処分を優先させ

る業者の動向が影響しているためと考えられます。

［公共工事］……………件数は増加、請負金額は減少

７月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１１．９％増の８９５件、金額が同

２．０％減の３８７億円と、件数は増加したものの、請

負金額は前年を下回りました。

発注者別では「国」「都道府県」「市町村」など

で、前年同月比を下回りましたが、北九州ＰＣＢ

廃棄物処理施設の大型工事の発注があったため、

「独立行政法人等」で前年同月比７．１％増となり

ました。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに減少

８月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比２５％減少の３３件、負債総額

は同９３．３％減の１９億円でした。中小企業の資金繰

りを支援する緊急保証制度が機能しているといえ

ます。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………生産活動に回復の動きがみられる

生産面では、電子部品・デバイスや一般機械などが上昇し、総合指数は前月比増加しました。所得

環境の悪化などにより個人消費や住宅建設全体は低調な状態が続いていますが、貸家は前月比で増加

の動きをみせるなど明るい材料もみられます。公共工事が増加して景気を下支えするなか、企業倒産

は低水準で推移しています。

［生産活動］……………電子部品・デバイスや一般機械などの増産によ
り、総合指数は上昇

６月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は７９．０と前月比２．１％上昇しまし

た。

二輪車の生産減少により輸送機械は低下したも

のの、集積回路の増産により電子部品・デバイス

や、一般機械が上昇したため総合指数は２ヵ月ぶ

りに上昇しました。

［大型小売店］……………冷夏・長雨の影響により前年比８．３％減

７月の県内大型小売店販売高は、雇用者所得の

減少などで消費者の節約志向が強まるなか、前年

比８．３％減の１５９億円と前年実績を下回りました。

アイテム別では、冷夏・長雨の影響で衣料品と

ともに飲食料品も落ち込み、全体の減少幅を広げ

ました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………持家や分譲など低調で前年比マイナス

７月の新設住宅着工戸数は、全体では前年比

６．８％減の９２５戸と、２ヵ月ぶりに前年を下回りま

した。持家で前年比７．６％減の５２８戸、分譲は同

１４．０％減の４３戸、貸家は５．５％減の５２８戸となりま

した。ただし、昨年末以来、低調だった貸家は前

月比増加するなど、復調の動きもみられます。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに大幅に増加

７月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２７．２％増の５９０件、金額が同３２．２％

増の１６５億円と、件数、請負金額ともに前年同月

を大幅に上回りました。

発注者別の請負金額をみると、九州新幹線に加

えて熊本大学病院関連の工事などで「独立行政法

人等」は前年比３．６倍に急増したほか、「国」、「県」、

「その他」でも積極的な発注で前年を上回りまし

た。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準

７月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比６５．０％減の７件、負債総額

が同２０．０％減の３１億１，２００万円となりました。負

債額２０億円超の倒産が海運業で１件発生しました

が、それを含めても緊急融資制度の効果などによ

り、前年に比べて、件数、負債総額ともに低水準

で推移しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２０００年＝１００）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］…………生産活動の持ち直し傾向続く

生産面では、電子部品・デバイスの大幅増加などにより、鉱工業生産総合指数は３ヵ月連続で前月

比プラスとなりました。大型小売店販売額は前年割れが続き、住宅投資の動きは弱いものの、公共工

事は県や市町の前倒し発注に加え、国からの発注増で急増し、企業倒産は低水準で推移しています。

［生産活動］……………電子部品・デバイスや一般機械などが寄与し、
総合指数は上昇

６月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比２０．１％上昇し１０９．８とな

りました。

半導体やシリコンウエハの増産により電子部

品・デバイスが大幅に上昇するなど、食料品・た

ばこを除く主要業種で上昇し、総合指数は３ヵ月

連続で上昇しました。

［大型小売店］……………冷夏・長雨の影響で夏物商品振るわず

７月の県内大型小売店販売高は、消費者の節約

志向に加え、冷夏・長雨の天候不順で、前年比

７．６％減の１１０億円となりました。

アイテム別にみると、夏物衣料のほか、パラソ

ル、ＵＶ帽子など、夏物商品の売れ行きが鈍く、

全体を押し下げました。飲食料品も前年比マイナ

スとなりましたが、落ち込み幅は小さく、業態別

で百貨店の売上は前年比９．７％減、スーパーは同

６．４％減となっています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………全体的に低調で前年比２１．０％減

７月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比５．２％

減の１９９戸、貸家では同２５．０％減の１４７戸、分譲で

同７３．５％減の１３戸となりました。全ての種類で前

年比マイナスとなり、全体での実績も同２１．０％減

の３６１戸と、２ヵ月連続の減少となりました。

［公共工事］……………全発注者とも大幅増加し、請負金額は前年比約
２倍

７月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比４５．８％増の５８３件、金額が同９７．６％

増の２４５億円と、件数、請負金額とも前年比大幅

に増加しました。

発注者別の請負金額をみると、全ての発注者に

おいて前年同月を大幅に上回りました。特に「国」

では米軍関連、「県」では井持浦トンネル、「市町」

では佐世保市教育センターなどの工事が発注され、

請負金額は増加しました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準で推移

７月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２６．７％減の１１件、負債総額

が同８６．５％減の７億２，５００万円となりました。４

月以降、公共工事の前倒し発注効果などもあり、

件数、負債総額ともに低水準で推移しています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ

27FFG調査月報 2009年10月



経済指標｜全国のデータ�

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０４ ▲２．７ ２４２，３２３ ▲１．８

７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．４ ７．５ １０２．４ ２．３ １８，６５９ ０．２ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．５ ７．６ １０２．７ ２．１ １６，５２７ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．８ ７．０ １０２．７ ２．１ １５，５８９ ▲２．１ ２６９，０５６ ▲５．６
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．２ ▲１．９ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０４．０ ▲２．５ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．４ ▲３．９ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．９ ▲５．５ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．５ ▲６．７ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９０ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，４２８ ２．９ ４０，４３６ ２．１

７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８８ ４．０ １，３７２ １２．９ ５４，８７７ ２．０ ４０，３８７ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８５ ４．１ １，２５４ ４．２ ５４，７０５ ２．２ ４０，４１８ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８３ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ ２．３ ４０，６１９ １．８
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２６ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４４ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４３ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４２ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．６ １０７．１ ▲０．２ １０６．９ ▲０．８ １０６．２ ２．６ ▲３．９ ▲１．８ １６．７ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５

７ １０６．８ ２．３ １０７．４ ３．０ １０６．３ ２．１ ▲２．２ ７．９ １８．２ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０３．５ ▲７．２ １０３．９ ▲７．１ １０６．１ １．７ ▲１１．１ ０．２ １７．１ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０３．６ ０．４ １０４．０ ▲０．５ １０７．７ ３．１ ３．８ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １００．１ ▲６．６ １００．９ ▲７．１ １０８．９ ４．４ ▲５．３ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．４ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．７ ▲４１．９ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．８ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大
型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．６ １２．６ １１．０ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，６６１ ▲４．５

７ ３０．７ ６．７ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，７９２ １．８
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，３５７ ▲０．９
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，６２４ ▲３．０
１０ ６．７ ０．３ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１
２ ▲５１．１ ▲４３．８ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．５ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．７ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３７．０ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００８．６ １０５．６ ６．７ １０４．８ １．５ １２０．４ ▲０．１ １０４．０ ５．９ １２５．９ ２１．７ １０４．６ ５．７ １２５．６ ０．４

７ １１０．７ １０．３ １０４．６ ▲５．４ １１６．５ ０．６ １１２．６ １２．６ １３６．７ ３７．２ １１３．８ １３．８ １１７．２ ▲０．１
８ １０２．７ ▲４．９ ９９．６ ▲８．２ １１３．５ ▲０．７ １１３．６ ８．６ １１２．７ ▲１３．０ １００．５ ▲７．６ １２４．９ １．６
９ １０２．０ ０．１ １０１．２ ▲５．８ １１７．６ ６．０ １１８．１ ９．３ １１３．０ ▲２．２ １０１．４ ▲１．２ １１５．８ ▲９．８
１０ ９７．０ ▲９．４ １０１．７ ▲２．１ １１０．４ ▲７．４ １１４．５ ８．２ ９８．４ ▲２４．３ ９５．１ ▲１１．４ １１９．２ ６．２
１１ ８９．３ ▲１６．８ ９１．４ ▲１４．３ １１２．１ ▲６．２ １０６．７ ０．５ ７６．１ ▲４２．６ ８３．３ ▲２３．０ １２４．６ ４．０
１２ ８６．４ ▲１８．７ ７８．２ ▲２７．５ １０８．９ ▲７．８ ９９．２ ▲７．５ ６８．９ ▲４６．９ ８１．３ ▲２４．２ １２９．１ ２．９

２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５
２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．０ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６４ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７

７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６３ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６１ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６０ ５７ ２３．９ １７０，７５６ １．０ １３３，７７２ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４１ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．６ ▲６．８ ▲１１．６ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６１ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２

７ ０．９ ７０．７ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ６４．３ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ５３．７ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４９．２ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ３０．０ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０
２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４

７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６３ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０６９ ▲２．７ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．５９ １６ ４５．５ ４８，１６８ ０．４ ２８，９１４ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．５ ▲５．３ ９８．１ ▲１．２ １３８．６ ０．６ ７８．１ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １００．９ ▲６．８ １２４．４ ９．９
２００８．６ １０５．６ ▲０．１ ９９．４ ▲１３．４ １３４．９ ７８．５ ７２．１ ▲３８．１ １０３．６ ▲２２．５ １０１．３ ▲０．３ １２０．３ ４５．２

７ １０２．３ ▲２．５ ９９．３ ▲５．７ １３９．３ ８４．４ ６７．９ ▲４９．６ １０１．４ ▲２６．７ １０２．３ ▲１．８ １２４．８ ４６．２
８ １０３．１ ▲２．７ １０５．２ ▲７．７ １３０．３ ７１．３ ７０．３ ▲４２．６ ９８．０ ▲２７．９ １００．３ ▲６．４ １２２．３ ４３．９
９ １０３．３ ▲１．３ ８９．６ ▲４．３ １３８．０ ０．５ ６６．２ ▲３０．０ １０５．２ ２０．７ １０３．３ ０．９ １１９．２ ４．７
１０ ９８．９ ▲８．２ ９４．８ １．４ １３４．７ ▲９．２ ６３．１ ▲４２．１ １０２．６ ８．１ ９７．０ ▲１１．１ １２６．９ １４．２
１１ ９６．３ ▲１２．６ ９６．９ ▲２．５ １１３．５ ▲２２．９ ５６．３ ▲４３．２ １０４．６ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．７ １８．８
１２ ９１．９ ▲１１．０ ９１．２ ▲１．１ １０７．６ ▲２２．２ ６９．１ ▲４０．１ １０２．１ ２７．８ ８８．９ ▲１１．３ １４３．５ ２６．３

２００９．１ ８１．４ ▲２３．２ ９６．５ ▲２．７ ８５．７ ▲４３．２ ６６．０ ▲２７．７ ７３．４ ▲７．１ ８０．５ ▲１９．８ １４４．９ １６．６
２ ７５．３ ▲３１．９ ９６．０ ▲７．９ ７５．２ ▲５３．６ ４９．６ ▲４５．２ ７３．５ ▲１０．４ ７５．６ ▲２８．５ １４５．８ １３．４
３ ７１．８ ▲３４．２ １００．３ １．２ ８１．０ ▲５０．６ ５４．２ ▲３２．２ ６８．１ ▲８．７ ７４．１ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．７ ▲２９．２ ９２．２ ▲５．３ １０７．９ ▲３０．２ ３７．３ ▲６８．０ ６８．３ ▲２２．２ ７６．９ ▲２８．２ １１２．９ ▲０．５
５ ７７．４ ▲３０．０ ９６．４ ▲７．１ １００．５ ▲３３．７ ３２．２ ▲６５．８ ７４．６ ▲２３．６ ７７．４ ▲２８．９ １１４．４ ▲２．３
６ ７９．０ ▲２４．４ ９６．５ ▲１．０ １０９．０ ▲１９．３ ４８．４ ▲３２．７ ７２．３ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．６ １１０．１ ▲８．５
７

出所 熊本県統計課

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．６ ▲３８．９ ２０．７ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７

７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ７１．５ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １９．６ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２４．０ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．６ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品生
産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１８．５ １１．９ １５５．２ ４５．８ １０２．６ ２．６ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００８．６ １２０．２ １６．７ １６０．１ ５７．６ ９１．９ ▲１４．３ ４７．３ ▲１５．６ １４６．１ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２

７ １２２．１ １４．０ １８４．２ ７７．１ １０１．５ ▲３．２ ５８．３ ０．６ １５１．４ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １２６．６ １７．６ ２０３．５ １０３．３ １０３．２ ▲７．６ ３８．１ ▲４１．８ １５１．７ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２５．４ １９．５ １８７．８ ９０．３ １０７．３ ▲１．５ ３７．７ ▲２７．０ １４８．９ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２６．３ ２０．９ １６１．８ ７６．２ １０４．２ ▲６．１ ４２．２ ▲２２．３ １６２．６ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １０８．５ ▲２．９ １３５．０ ４５．４ ９５．２ ▲１２．１ ５３．５ ３．０ １５１．５ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０８．０ ▲５．１ １２３．４ ２２．４ １０１．０ ４１６．４ ４８．３ ▲６．７ １５０．３ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８５．１ ▲２８．７ １１１．２ ▲１５．３ １０１．０ ▲４．４ ４４．０ ▲１１．９ １１４．９ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ８１．２ ▲３６．６ １００．８ ▲３１．６ ９５．０ ▲１７．４ ４６．４ ▲３．６ １３８．０ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７１．４ ▲２９．１ ８５．０ ▲３９．１ ９７．９ ▲７．５ ５８．８ ５２．５ １４０．２ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８１．４ ▲３３．７ ７２．３ ▲５０．２ ９９．７ ▲２．７ ４３．８ ▲６．６ １４６．６ ６．４ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ ９１．４ ▲２４．９ ９８．５ ▲３８．５ １０４．８ ４．６ ４０．３ ▲１６．０ １４３．０ ３．６ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １０９．８ ▲８．７ １１６．０ ▲２７．５ １０２．１ １１．１ ３４．２ ▲２７．６ １４３．６ ▲１．７ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ ▲１．０

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．６ ９，７２９ ▲５．２ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５７ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４

７ １１，８８２ ▲１．３ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５６ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４０８ ▲５．２ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５７ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３１ ▲６．１ ２，０７６ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５６ １５ １５．４ ４０，６１９ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．９ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７
２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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お申込みは、FAX  または、下記ホームページへ
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

リーマン・ショックから丸１年が経ち、

ＢＳＩ調査の結果からも景気回復への期待

が高まっているのが伝わってきます。しか

し、急速な円高の進行や、民主党政権によ

る政策運営の行方など、先行きの不確定要

素が多く、しばらくは状況の変化から目が

離せそうにありません。

国内の１００歳以上の人口が、４万人を超
えたそうです。そのような中、高速道路料
金を巡る動きから、公共交通の路線廃止や
廃業など心配な話をよく聞きます。ご高齢
の方にとって公共交通は生活に欠かせない
手段です。バス路線が廃止された地区や高
台などで、住民が主体となってマイクロバ
スやジャンボタクシーを走らせる「おでか
け交通」を実施している地区もあります。
敬老の日を迎え、より住みやすい社会を考
えていきたいものです。

ある公園で子供と貸し自転車を借りに行
きましたが、全て貸出中でした。自転車の
貸出料金は前払い式ですが、３時間を超過
したら、返却時に追加料金を後払いします。
借主が自転車を放置せず、進んで超過料金
を払うという仕組みが成り立つのは、高い
モラルの表れでしょうか。ところで、地上
デジタル放送への完全移行まで２年を切り
ましたが、後払い式の家電リサイクル法は
万全に機能するのでしょうか。貸し自転車
の返却を待ちながら、ふと心配になりました。

島 浦 大 庭 今 村

先日イチローがメジャーで９年連続２００
安打を達成しました。この偉大な記録が達
成された理由の一つは、自らの核となると
ころは頑固に守りつつ、バッティング
フォームなどは「変化」し続けているとこ
ろにあると思います。「変化できる者が最
後に生き残る」というダーウィンの言葉に
もあるとおり、「変化」は元気な企業の共
通項としても挙げられると感じています。

香港が物価高な事は皆さんご承知でしょ
うが、最近中国本土に出張して、改めてそ
の事を実感しました。香港の日本食居酒屋
に行くと、一軒で一人当たりＨＫＤ５００～
８００（日本円で６，５００～１０，４００円）くらい掛か
るのですが、中国本土では一人当たりＲＭ
Ｂ５０～１００（日本円で７００～１，４００円）で済み
ます。同じ中国なのに、この物価の違いは
どうにかならないものでしょうか。

花 谷 末 松

海 外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報１７号 ２００９年９月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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